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要 旨
近年の医療制度改革では在宅ケアが推進され、在宅での看取りも重視されている。当院訪問看護室において
も在宅死への取り組みを実施してきた。そこでこれまでの在宅ターミナル患者の症例を振り返り、今後の訪問
看護室の課題について考察した。対象は平成13年度から19年度までの在宅ターミナル患者33例について、在
宅死の希望と最終的な結果について年齢、疾患、訪問看護期間を加味して検討した。在宅死希望12例のうち10
例が在宅死となった。平均年齢は在宅死が85.8歳、病院死が69.4歳で高齢者に在宅死の多い傾向がみられた。
疾患別にみると癌５例、心不全３例、脳卒中後遺症２例であった。また、訪問看護期間31日以上の例が16例
あり、うち７例が在宅死であった。30日以内の例は17例、うち在宅死は３例のみで14例が病院死であった。
長期訪問看護例の方が短期間のそれに比べ在宅死が多くみられた。在宅死には「死の受容」が必要条件と考え
られ、在宅死に取り組んでいくためには、患者・家族との継続的なコミュニケーションを通しての「死の受容」
を前提として、最期を迎える場所の選択を支援していくことが必要と考えられた。
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当院訪問看護室における在宅ターミナルケアは、患者
または家族が臨終の場を選択し満足できる看取りとなる
よう患者・家族の意思を大切に支援している。当訪問看
護室の看取りのマニュアルには訪問看護導入期に患者・
家族の希望の確認（どこで死を迎えたいか、病状や現状
への思い）を、臨死期には死の過程の説明と看取りの教
育、サポート体制の強化があげられている。しかし、臨
終の場を選択していくには患者・家族と死について向き
合い話し合っていかなければならず、患者・家族との関
わる期間や関わり方も大切であると考えられている??。
そこでこれまでの在宅ターミナル患者の症例から患者・
家族の希望と臨終の場の現状を振り返り、今後の課題に
ついて検討した。
対象と方法
平成13年度から19年度までターミナル期として関
わった在宅ケア患者33症例について、患者・家族の臨終
の場についての希望の有無、最終的な看取りの場所、年
齢、疾患、訪問看護期間について抽出し、在宅死か病院
死となる経緯について検討した。
結 果
１．臨終の場についての希望の有無
訪問看護開始時に在宅死希望を確認できたのは７例、
訪問看護を開始してから在宅死希望が明確になったのは
５例、希望を確認できなかったのは21例であった。
２．最終的な看取りの場所
33症例中、在宅死となったのは初めから在宅死希望の
７例のうちの５例と訪問看護開始後に希望となった５例
の合計10症例であり、23症例が病院死であった（図１）。
３．年齢
全体の平均年齢は74.4歳（37歳～95歳）であった。
その中で在宅死した症例の平均年齢は85.8歳、病院死の
平均年齢は69.4歳であった（図１）。年齢が高い方が在
宅死となりやすい傾向にあった。
４．疾患
癌が26名と多く、ALS（筋萎縮性側索硬化症）１名、
脳卒中後遺症２名、心不全３名、Ｃ型肝炎１名であった。
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在宅死となったのは癌５名、心不全３名、脳卒中後遺症
２名であった（図２）。
５．訪問看護期間
訪問看護期間が31日以上となった場合を長期間、30
日以内を短期間として２群に分けて検討した。
長期間にわたり訪問看護が関わった症例は16例でそ
のうち７例（43.8％）が在宅死となった。短期間の関わ
りであった症例は17例で在宅死は３例（17.6％）であっ
た（図３）。
１)訪問看護開始当初から在宅死の希望があった症例に
ついて
ａ)訪問看護期間が短期間で在宅死となった３症例
（表１a）。
訪問看護期間が短期間であったが、患者・家族の
在宅死の希望が明確であり、在宅死を前提に訪問看
護が導入された。そのため在宅死の準備に取り組み
ながらケアを実施していくことができた。
ｂ)訪問看護期間が長期間で在宅死となった２症例
（表１b）
２症例とも患者本人からは在宅死の明確な希望は
なかったが、家族が本人の意思を汲んで在宅で看取
ることを選択した。長期間の関わりの中ではコミュ
ニケーションを十分にとることができ人生観、死生
観に触れ、死の教育、看取りの教育を含めたケアを
実施していくことができた。
ｃ)訪問看護期間が長期間で病院死となった２症例
（表１c）
２症例とも訪問看護当初から入院を嫌がっていた
本人の意思を汲んで、家族が在宅死を希望していた。
しかし、91歳 女性の症例は、臨死期に頻回の喀痰
吸引が必要となり介護負担が増大して入院となっ
た。89歳 男性の症例は、主介護者である妻の負担
を心配した娘が入院を希望しホスピスへ入院となっ
た。在宅ケアが長期になり介護負担が増すことに
よって介護環境によってはやむを得ず病院死となっ
たケースであった。
２)訪問看護開始当初は在宅死の希望がなかったが経過
中に在宅死を希望した症例について（表２）
訪問看護開始当初は在宅死の希望はなかったが、訪問
看護師との関わりの中で家族が在宅での看取りを希望す
図１ 看取りの場所と年齢
図２ 主病名
図３ 訪問看護期間と臨終の場所
表１ 在宅死希望あり
ａ）訪問看護期間30日以内で在宅死した症例
症例 年齢 性別 病 名 訪問看護期間 介護者
１ 74歳 男 下咽頭癌 20日間 複数
２ 87歳 男 胃癌 16日間 複数
３ 68歳 女 胆嚢癌 5日間 複数
ｂ）訪問看護期間31日以上で在宅死した症例
症例 年齢 性別 病 名 訪問看護期間 介護者
１ 90歳 女 心不全 280日間 複数
２ 95歳 男 心不全 64日間 複数
ｃ）訪問看護期間31日以上で病院死した症例
症例 年齢 性別 病 名 訪問看護期間 介護者
１ 91歳 女 Ｃ型肝炎 395日間 複数
２ 89歳 男 膵臓癌 455日間 妻
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るにいたった症例が５例あり、いずれも訪問看護期間が
長期であった。患者本人の思いや生き方、死について語
り合うことで在宅死を受け入れることが可能となり、家
族、医療者ともに満足できる看取りとなったものと思わ
れた。
３）在宅死の希望を確認できなかった症例について
ａ)訪問看護期間が長期間で病院死となった７症例
（表３a）
訪問看護が病状安定期から長期間関わったが、患
者・家族の希望を確認するまでにいたらなかった。
いずれの症例も予後の告知がなく、病状理解を含む
情報提供が不十分であった。そのため死の話に触れ
ることができず、希望の確認や死の受容への適切な
ケアの提供ができなかった。患者、家族からも積極
的な情報提供を求められることがなかったため、そ
の後の方針やケアの方向性を見直すことなく訪問看
護を継続していた。そのため希望を確認するという
意図的なサポートができないまま状態が悪化し入
院、病院死という結果になったものと思われた。
ｂ)訪問看護期間が短期間で病院死となった14症例
（表３b）
この14症例は全症例癌疾患であり、平均年齢が
67.9歳と比較的若かった。治療や対症療法でぎりぎ
りまで入院（または通院）していたが、〝今帰らない
ともう帰れない"〝本人が入院を嫌がる"などの理由
で訪問看護が導入された。しかし、家族は〝こんな
状態で不安だ"〝家で死ぬなんて無理"という思いで
あり、在宅死を視野に入れた退院ではなかった。臨
死期の看取りの時期に在宅療養となったが、死の過
程の身体の変化や対応について理解し受け入れたう
えでの在宅療養ではなかったため、家族の不安が軽
減されなかった。訪問看護期間は３日間から30日
間、平均15.9日間であり、訪問を通じて患者・家族
の死生観を理解し臨終の場を選択していくには、期
間が短く困難な例であった。また、医師が外来や検
査、手術など院内業務を遂行しながら在宅患者に対
応するには限界があり、安心して在宅での看取りを
推進できるだけの体制が整っていないことも在宅死
を視野に入れたケアにいたらない原因であった。
考 察
その人らしい最期を迎えられることは、満足できる看
取りに繫がるであろう。そのひとつの用件に、臨終の場
の選択も含まれる。訪問看護室では、患者・家族の気持
ちを理解して、臨終の場を選択する支援も行ってきたが、
今回の検討では、在宅ターミナル患者33症例のうち、最
期の場所として在宅の希望を確認できたのは12例のみ
であった。病院死を初めから選択した症例はなかった。
33例のうち、26例が癌患者であり、そのうち希望を確
認できたのは６例のみであった。がん緩和ケア症例では、
予後の告知の問題、疼痛コントロールなどの医療的管理
の必要性、60～70歳代と比較的若いための「死の受容」
の問題などから、臨終の場も含め、どのような死を迎え
表２ 当初在宅死希望ではなかったが，経過中希望した症例
訪問看護期間31日以上で在宅死した症例
症例 年齢 性別 病 名 訪問看護期間 介護者
１ 93歳 女 脳卒中後遺症 1185日間 複数
２ 90歳 女 胃癌 575日間 複数
３ 78歳 女 脳卒中後遺症 575日間 複数
４ 94歳 男 大腸癌 425日間 妻
５ 89歳 男 心不全 300日間 複数
表３ 在宅死希望を確認できなかった症例
ａ）訪問看護期間31日以上で病院死した症例
症例 年齢 性別 病 名 訪問看護期間
入院から
死亡まで
１ 78歳 男 膵臓癌 58日間 18日間
２ 78歳 男 大腸癌 330日間 11日間
３ 74歳 男 直腸癌 58日間 8日間
４ 74歳 男 咽頭癌 605日間 18日間
５ 63歳 男 胃癌 102日間 転院
６ 61歳 男 ALS 85日間 13日間
７ 37歳 女 胃癌 150日間 22日間
ｂ）訪問看護期間30日以内で病院死した症例
症例 年齢 性別 病 名 訪問看護期間
入院から
死亡まで
１ 73歳 男 咽頭癌 3日間 1日間
２ 89歳 女 胃癌 3日間 6日間
３ 75歳 男 肺癌 4日間 2日間
４ 82歳 男 胃癌 7日間 1日間
５ 71歳 男 前立腺癌 10日間 9日間
６ 83歳 男 肝臓癌 12日間 19日間
７ 57歳 女 卵巣癌 16日間 4日間
８ 56歳 女 直腸癌 16日間 11日間
９ 72歳 女 肺癌 17日間 不明
10 47歳 女 結腸癌 23日間 3日間
11 50歳 女 肺癌 26日間 63日間
12 71歳 男 前立腺癌 28日間 11日間
13 70歳 男 直腸癌 28日間 18日間
14 55歳 男 膵臓癌 30日間 3日間
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たいか確認する段階までのケアの充実を図ることが難し
く、訪問看護の大きな課題と考えられた。一方、高齢の
場合は、「十分生きた」「ずっと家で看てきたから最期ま
で家で看たい」と死を自然の理として受け止め、死の受
容も容易であった。
訪問看護期間を31日以上の長期間と30日以内の短期
間の２群に分けて検討してみたところ、長期間の症例は
短期間の症例に比べて在宅死が多い傾向であった。訪問
看護期間が長期になると患者・家族と十分にコミュニ
ケーションがとれ、訪問看護開始時には在宅死の希望が
ない場合でも、訪問看護を通して在宅死を受容できるよ
うになった症例を５例経験することができた。しかし、
一方では、在宅死の希望を持っていても、在宅ケアが長
期になることは介護負担が増大することになり、やむを
得ず、在宅死を断念せざるを得ない場合もあった。
訪問看護期間の長短に関係なく、患者・家族が予後を
理解しどのような最期を迎えたいか主体的に考えること
ができれば、臨終の場の希望を確認し、支援していくこ
とは比較的容易であった。しかし、患者・家族に主体性
がなく、医療側に依存性が強いと、長期間関わっても、
希望を確認する段階までケアを充実させることができな
い場合が多かった。患者・家族の主体性の問題は、ター
ミナルケアにおいては「死の受容」が重要な要素として
関わっており??、訪問看護の今後の課題と考えられた。
死を受容できるように支援していくためには、医療者
がしっかりとした死生観を持って患者と向きあう姿勢が
大切である??。さらに、その人らしい看取りの実践には、
その時点だけの目先のケアにとどまらず、外来看護、病
棟看護、そして訪問看護と継続的な関わりを通しての十
分な時間をかけたコミュニケーションが必要であろう。
しかし、訪問看護室のマンパワー不足、急性期病院で
ある当院医師の訪問診療の限界など、医療側の問題も存
在し、患者・家族の希望に十分応えることができない場
合もある。それらは、近い将来に解決されることは考え
がたく、現在の体制の中での対応が要求されている。そ
の場合、個々の症例を大切にして、患者や家族の迷う気
持ちや不安な気持ちにより添いながら関わる姿勢が大切
となってくるであろう。
ま と め
その人らしい在宅ケアの看取りには、病状コントロー
ル、介護力、家族の力、地域資源の活用など多方面から
の支えが必要であるが、それ以前に患者・家族が死を受
容し、自らの希望を主体的に決定していくことが必要で
ある。終末期になって心身ともに不安定な時期に、臨終
の場や看取りについて希望を確認しても受け入れるには
困難である場合が多い。早期の段階から患者・家族との
コミュニケーションの充実をはかり継続したケアの実施
と、選択肢として在宅死も可能であるという認識をもっ
ていただけるように訪問看護室として関わっていきた
い。
なお、この演題の内容の一部は、第９回西胆振医療マ
ネジメント学会ならびに第13回日本緩和医療学会学術
大会にて発表した。
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